
 

『同一労働同一賃金適用開始 昇給、賞与の検討に戸惑いも』 
 

 ２０２１年４月より、中小企業においても「同一労働同一賃金」の対応が求められている。この制度は同

じ企業に勤務する社員であるにも関わらず、正社員とパート労働者との間にある不合理な待遇格差を

なくすことが目的の一つだ。多くの企業では、正社員とパート労働者を同一に扱ってこなかった長期に

わたる歴史があり、なかなか意識が変わらず制度の変更に戸惑う企業も少なくない。日本商工会議所と

東京商工会議所は中小企業向けに同一労働同一賃金ガイドブックである「同一労働同一賃金まるわ

かりＢＯＯＫ」を公開するなど、対応を後押しする動きもあるが、それでもなお多くの中小企業ではどのよ

うに対応すべきか戸惑っているようだ。 

 ましてやコロナ禍が長期化し、業績が悪化する企業も少なくない中、限られた原資

をパート労働者に振り分けることへの抵抗感も根強い。しかし、不合理な待遇格差を

めぐる訴訟も頻発している昨今、企業としてはそのようなリスクを避けるべきだ。その

ためには基本給、各種手当、昇給、賞与、休暇など、様々な点において格差を無く

す必要がある。厚生労働省が公表している同一労働同一賃金のガイドラインなどを

参考にして、不合理な待遇格差をなくすよう心がける必要があるだろう。 

 

 『中小の３社に１社「過剰債務」 コロナ禍で売り上げ回復せず』 

 
 東京商工リサーチが発表した「過剰債務に関するアンケート調査」結果によると、中小企業の

３社に１社が「過剰債務」を実感している実態が浮き彫りになった。同社は「新型コロナ禍で、

中小企業の金融機関からの借り入れが増加した一方、売り上げが回復せず、

返済が困難な企業が増えている」と分析している。この調査は４月１日から

１２日までインターネットにより実施、８４７３社から回答を得た。 

 負債比率や有利子負債構成比率など財務数値に限定せず、債務の過剰感

を聞いたところ、大企業では「コロナ前から過剰感」は８．０％（１１４６

社中９２社）、「コロナ後に過剰感」は９．１％（１０５社）で合計１７．

１％が「過剰債務」と回答した。中小企業では、それぞれ１３．２％（７３

２７社中９７１社）、２１．８％（１５９７社）で、「過剰債務」は合計３

５．０％だった。「過剰感がある」と回答した企業の業種を見ると、飲食店が７９．４％で最も

多い。以下、飲食料品小売業（７８．５％）と洗濯・理容・美容・浴場業（同）、道路・貨物運

送業（７５．０％）、その他の生活関連サービス業（７０．３％）、その他の教育、学習支援業

（６９．３％）、「総合工事業」（６５．０％）、娯楽業（６３・２％）などが続いている。 
 
 出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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